	電気めっき業


景気回復にともなって受注は堅調に推移しているものの、業界は二極化が進んでいる。景気回復や独自の研究開発で顧客を開拓し売上を伸ばす企業がある一方、受注先の海外拠点への移転を契機に業績が低迷している企業もある。当業界の喫緊の課題は人材の確保であり、各社とも労働環境を改善に取り組んでいるほか、人材育成に業界を挙げて取組んでいる。
業界全体としては今後も堅調に推移していくとしながらも、業界内では二極化がさらに進むとの見方が強かった。
業界概要
電気めっきとは、金属を溶かした電解溶液中で加工対象物を陰極として通電し、加工対象物の表面にめっき金属を析出させ、金属皮膜をつくる方法である。こうした表面処理には、電気めっきのほかにも、無電解めっき、化成処理、真空めっき、溶解めっきなど多様な方法がある。電気めっきは、量産品から多種少量品まで加工が可能で、幅広い用途に供されている。
電気めっきの目的には、外観を美しくする「装飾」、防錆や耐食性向上などの「保護」、耐摩耗性（低摩擦・摺動性、硬化）や電気伝導性といった「機能」の向上がある。
目的別にみると、部品等の素材が金属から樹脂に代わってきたことにより、「装飾」めっきの比重が低下する一方、「機能」めっきの比重が高まっている。

めっきされる金属は、めっきの目的に応じて選ばれる。例えば、装飾目的では、銅やニッケル、クロム、金、銀など、保護目的では、亜鉛（防錆）、亜鉛と他の金属の合金（耐食性向上）など、機能目的ではクロム、ニッケルなどが使われている。ただし、複数の目的を果たすようなめっきもある。
電気めっきの工程としては、錆取り、研磨、薬品による脱脂や洗いという前工程を経て、めっきを行い、その後、水洗、クロメート処理、乾燥などの後工程を行う。電気めっき工程やその前後で、電解溶液や酸・アルカリ溶液を用いることから、適切な排水処理が必要である。

また、受注先は、電気・電子機器、一般機械、精密機器、自動車、建築金物など様々な分野に及んでいる。通常、支給された加工対象物に電気めっきを行い、納品することから、電気めっき業界は、受注先業界の動向の影響を大きく受けている。
全国ベースでの従業者別規模をみると、従業者数29人以下の事業所が81.6％を占めており、小規模な事業所が多い（経済産業省『平成28年経済センサス-活動調査結果（製造業））』）。
大阪の特徴
大阪のめっき業界はこれまで「ネジやナット、建築金物、自転車部品など地場産業製品に対するめっきや装飾めっき、家電製品用部品のめっきが多く、自動車部品のめっきの比重が小さい」とされてきたが、近年は、先述の通り、機能めっきの比重が高まり、プラスチックへのめっきの台頭や無電解めっき(電気を使用せず化学の力で液中の金属イオンを還元させめっきを施す手法)等、新たなめっき手法の開発により用途は多岐に渡っている。
大阪府内の事業所数は198、従業員数3,098人、製造品出荷額等は556億円であり、それぞれ全国の15.5％、11.4％、13.4％を占めている（同上）。
受注は堅調に推移も業界は二極化
製造品出荷額等（従業者数４人以上の事業所）をみると、リーマンショックの影響で落ち込んで以降、堅調に回復している。
業界は二極化が進んでいる。景気回復や独自の研究開発で顧客を開拓し売上を伸ばす企業がある一方、受注先の海外拠点への移転を契機に業績が低迷している企業もある。近年、中国の環境規制の強化や品質の問題から国内受注も回復しつつあるが、海外相場とほぼ同等の単価での依頼が多く「受注しても採算ベースに乗るか乗らないか」であり、低採算に対して覚悟を持って受注に応じるか、廃業するかの選択を迫られている企業もあるとのことであった。
また近年、めっきに使用する薬剤や地金に値上げの動きが見られ、コストアップの全てを転嫁できず利益の圧縮を余儀なくされている企業も一部ある。ヒアリングでも「本来なら20％程度値上げしたいところだが、10％程度しかできていない。ただ、『値上げ』と切り出した途端、取引がなくなってしまうかもしれず、交渉できていない同業者もいると聞いている」との声がきかれた。
なお、２年後に控えた東京五輪や、大阪北部地震さらには西日本豪雨災害の影響は、大阪府域内の事業者にはほとんどないとのことであった。
人材確保が課題、業界を挙げて人材育成に注力

当業界の喫緊の課題は人材の確保である。府内企業の多くは賃金を大きく引き上げ、人材の確保に注力しているものの、愛知県における同業者の大量採用の影響もあり、苦戦している企業も多い。また職場環境の整備をこれまで以上に行なっている企業も多い。これまで「暑い」「臭い」などが当たり前であった労働環境を改善すべく、各社努力している。最近の酷暑に対応し、受注が増加しているにも関わらず時間外労働の一切の禁止や時短を実践する企業もある。しかしめっき技術者は年々減少しており、業界組合では昭和39年以来実施している「電気めっき作業技能検定」(国家検定)、昭和54年に開講した「高等めっき技術講座」を前身とし大阪のみならず全国各地の技術者の養成を１年間かけて行なっている「大阪高等めっき技術訓練校」、平日夜間を利用して行なう「めっき技術短期講習会」を柱とする人材育成に、業界を挙げて取組んでいる。
他方、近年では女性経営者が増加傾向であり「これまでの業界の常識にとらわれず斬新なアイデアを持って経営されているところも多く、業界の活性化にはプラスの効果が生まれている」とのことであった。
設備投資も二極化
受注の堅調な動きを反映して、生産力増強のための設備投資を行なう企業、新たに開発しためっき方法のラインを整備した企業、めっき技術者の快適な作業環境を整備した企業など、前向きな設備投資を行なったとする声が少なからず聞こえた。その一方、人材を確保できずにいる企業のなかには補修にとどめ大規模な設備投資には慎重な企業も見受けられ、ここでも二極化がみられた。
なお、従来から、環境基準の維持・達成を図るために排水基準が強化されているが、排水基準は今のところ変化がなく、したがって、これまで基準をクリアしている各社が、さらなる環境対策のための新たな設備投資を行なったという声は聞かれなかった。
今後の見通し
当業界は受注産業であり、製造業の海外移転等により事業所数ならびに従業者数は減少の一途をたどってきた。大阪府鍍金工業組合によると、事業所数は最も多かった時期に比べて2/5にまで減少したとのことである。しかし、景気回復にともなって受注量が堅調に推移し、用途や手法の多様化に加え、現存している事業所がおのおの「オンリーワン」を目指すべく得意分野を磨き上げている現状を鑑みると、今後は多少の波はあるものの急激な環境変化は起こらず、堅調に推移していくとの見方が多い。「そもそも環境等の規制が多いため完成品メーカーがめっき工程を内製化しにくく、また在庫を持つ必要がない業界でもあるため、業界全体が急激に縮小することは考えにくい」との声がある一方、「価格競争にさらされている企業はさらなる淘汰の波に飲まれてしまう」との声も聞かれ、業界内でさらなる二極化が進むとする見方が強かった。

　　　　　　　　　（田中　宏昌）
＊前回の調査時期は、平成25年４月～６月期
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平成18年 245 4,009 68,581 1,435 34,054 511,501

19年 236 3,717 58,310 1,422 34,388 534,626

20年 (297) (3847) (57,526) (1,700) (34,281)(545,118)

21年 222 3,455 40,674 1,316 29,209 372,907

22年 205 3,052 36,551 1,290 29,933 419,413

23年 193 3,341 44,734 1,236 29,613 424,987

24年 191 3,313 47,805 1,204 27,068 379,873

25年 187 3,199 42,875 1,190 27,872 400,517

26年 178 3,205 43,991 1,162 27,937 416,908

27年 (198) (3,098) (55,563) (1,277) (27,192)(415,867)

28年 1,111 28,880 428,888

資料:大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表(産業編)』、『経済センサス-活動調査結果』。

(注)従業者数4名以上の統計。ただし(　)内は全数。
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